2011年度「労働法」（12月16・20日）

第22・23回　労働協約（荒木511～533頁）
第22・23回　講義のねらいレジュメ中に掲げた①～⑥の課題の検討を通じて、労働協約が有効に成立するための要件、労働協約の規範的効力・債務的効力、一般的拘束力、協約の終了事由と終了後の労働条件等、労働協約に関する法制度を理解する。
1. 労働協約の成立要件
課題①：契約は諾成契約であり、労働協約も契約の一種だとすれば、労働組合と使用者が団体交渉の結果、合意に達すれば、労働協約は有効に成立したことになるだろうか。

a. 当事者
b. 要式性
i. 書面
93　都南自動車教習所事件

ii. 両当事者の署名または記名押印

2. 労働協約の効力
a. 規範的効力と債務的効力

[image: image1]　
i. 規範的効力の内容
課題②：労働協約は労働組合と使用者との契約であるなら、労働者は労働協約の当事者ではない。では、労働協約はいかにして、労働者の労働条件を定めた労働契約に効力を及ぼすことになるのだろうか。

ii. 有利原則の有無
iii. 協約自治の限界
1) 組合の目的による限界（不利な協約の締結権限）
課題③：労働組合の目的は労働条件の維持改善にあるとすれば、労働条件を引き下げるような労働協約を組合が締結しても、効力は認められないのではないか。
2) 労働条件を不利益に変更する労働協約の効力

95　朝日火災海上保険(石堂)事件
iv. 規範的効力の認められる部分（規範的部分）
v. 規範的効力の人的範囲

b. 債務的効力
課題④：労組法は規範的効力については16条で定めを置いている。では、労働協約には規範的効力以外に法的効力は生じないのだろうか。
i. 平和義務

ii. 平和条項・争議条項

3. 労働協約の拡張適用(一般的拘束力)
課題⑤：労組法17条は、労働協約の規範的効力が、労働組合に加入していない労働者に対しても適用される場合を定めている。この制度趣旨は何だろうか。17条の要件が満たされた場合には、別の組合に加入している労働者に対しても多数組合の協約が拡張適用されるように読めるが、そのような解釈で問題はないか。
a. 事業場単位の拡張適用
i. 制度の趣旨

96　朝日火災海上保険(高田)事件
ii. 要件

iii. 効果

1) 非組合員（未組織労働者）に対する効力
2) 別組合員に対する効力

b. 地域単位の拡張適用
4. 労働協約の終了
課題⑥：労組法15条１項は労働協約について３年を超える期間の定めをすることはできないとしているが、なぜそのような規制があるのだろうか。期間の定めのない労働協約はいつでも解約できるだろうか。ドイツでは協約の「余後効（Nachwirkung）」なる効力が定められているが、この問題は日本ではどう解すべきか。
a. 協約の終了事由

i. 期間の定めのある労働協約の期間満了

1) 自動延長条項

2) 自動更新条項

ii. 期間の定めのない労働協約の解約

iii. 労働協約の合意解約

iv. 当事者の消滅・変動

b. 労働協約終了後の労使関係
i. 債務的効力

ii. 規範的効力（余後効の問題）

97　鈴蘭交通事件
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